

































経済資源が保健医療部門に投入 されているか らである。医療費の水準の国際比較を行う際、 も
っとも一般に用いられるのは国民医療費の当該国のGNP(ま たはGDP)に 対する比率である。
OECDが 行う調査研究では通常GDPに 対する比率である。<表1>はOECD29ヶ 国一人当た り
のGDPとGDPに 占める総医療費の割合を示 したものである(2)。
1995年 から97年のGDPに 占める総医療費の割合を調べると、それ程大 きな変化は見 られない。
アメリカは、GDPに 比して最も多 くの総医療費を費や してお り、しかもその多大な支出が恒常
的に続いているという点で際立っている。アメリカに次いで高いのは ドイツで、東西統一を受
けて総医療費のGDP比 およびその伸び率がともに高 くなっている。


















ルクセ ンブルク 1 37,346 25 6.7 23 6.8 22 7.0 17 14.1
スイス 2 35,897 4 9.6 3 10.1 3 10.0 14 14.4
ノ ル ウ ェ ー 3 34,815 13 8.0 14 7.8 17 7.5 8 15.6
日本 4 33,212 21 7.2 21 7.1 20 7.2 11 15.1
デ ンマ ー ク 5 32,179 12 8.1 12 8.1 11 8.0 12 14.9
ア メ リ カ 6 29,326 1 14.1 1 14.1 1 13.9 20 12.5
アイスラ ン ド 7 27,292 11 8.2 11 8.2 12 7.9 24 11.3
ス ウ ェ ー デ ン 8 25,746 7 8.5 7 8.6 6 8.6 1 17
オ ー ス トリア 9 25,549 8 8.0 7 8.6 9 8.4 13 14.6
ドイ ツ 10 25,470 2 10.4 2 1: 2 10.7 9 15.4
ベ ル ギ ー 11 23,820 14 7.9 14 7.s 14 7.6 4 16.1
フラ ンス 12 23,789 3 9.8 4 9.8 4 9.6 6 15.7
ブ イラ ン ド 13 23,314 16 7.7 14 7.8 18 7.4 15 14.3
オラ ンダ 14 23,280 6 8.8 6 8.7 8 8.5 18 13.3
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イギ リス 15 21,740 24 6.9 22 6.9 23 6.8 5 15.8
オ ー ス トリア 16 21,202 8 8.4 7 8.6 9 8.4 22 11.8
ア イル ラン ド 17 21,104 22 7.0 25 6.4 25 6.3 25 11.3
カナ ダ 18 20>064 5 9.4 5 9.3 5 9.2 21 12.3
イタリア 19 19,913 16 7.7 14 7.8 14 7.6 3 16.7
ジ ュー ジー ラ ン ド 20 17,272 19 7.3 19 7.3 14 7.6 23 11.4
スペ イン 21 13,530 19 7.3 18 7.4 18 7.4 7 15.7
ギ リシャ 22 11,438 8 8.4 10 8.4 6 8.6 2 .:
ポ ル トガル 23 10,184 15 7.g 13 7.9 12 7.9 10 15.2
韓国 24 9,622 26 5.4 26 5.9 26 6.0 27 6
チ ェ コ 25 5,050 18 7.5 20 7.2 20 7.2 19 12.6
ハ ン ガ リ ー 26 4,461 22 7.0 24 6.6 24 6.5 16 14.2
メ キ シ コ 27 4,298 27 4.9 28 4.6 28 4.7 29 4.4
ポ ー ラ ン ド 28 3,509 28 4.5 27 4.9 27 5.2 26 11.3
トル コ 29 2,979 29 3.3 29 3.8 29 4.0 28 5.5
注)日 本 は一人当 た りGDP、65歳 以上人 口比 が高いに もか かわ らず、対GDP比 医療費 は極 めて低い水準
にある(29ヵ 国中20位)
資料)OECDHEALTHDATAl999。





の項 目が日本のそれには含まれていない、 ということである。特に、公立病院の建設等コス ト
(日本では地方公営企業年鑑に別掲)、 医学研究費、福祉 との境界領域(例 えば、ナーシングホ
ームはアメリカの医療費に含まれているが、特別養護老人ホームは日本の医療費に含まれてい




っており、公共的な、貧困者のための福祉施設(慈 善施設)と して出発 した欧米の病院(ホ ス
ピタル)の 場合、在院日数はその役割がやがて医療機能に特化 してくる中で短縮していったも
のであり、かつてはその在院日数は相当長いものであったという点に注意する必要がある。そ
れとは全 く逆に、 日本の病院はその多 くは私的な診療所の延長としての純粋な医療担当施設 と
して出発 したが、種々の要因から次第に福祉施設的な機能をも担 うようにな り、むしろ在院日
数は長期化 していったわけである。
第三に、医療施設の利用に係る特徴 として、 日本の場合、「費用もそれほどかからないか ら気
軽に病院に行 くが、入院はめったにせず、 しかしいったん入院すると長期にわたる」のに対 し、
アメリカの場合は、「医療費が高いからよほどでないと病院には行かないが、手術のために入院
321




2.日 本 の 医 療 費 動 向
日本 の 医 療 費 の 規 模 を み る と、 そ の 値 は年 々増 加 して お り、2001年 度 に は 約30.7兆 円(前 年
度 比3.7%)に 達 して い る 。 国民 一 人 当 た りで は24.4万 円(前 年 度 比3.6%)で あ る 。 この うち 老
人 医 療 費 は 約11兆 円 で あ り、 医 療 費 全 体 の3分 の1を 占 め(65歳 以 上50%、70歳 以 上39%)、
年 々そ の 割 合 が 上 昇 して い る。 一 人 当 た り医療 費 の 特 徴 を見 る と、70歳 以 上 が85万 円、70歳 未
満 が16万7,500円 と して、 高 齢 者 医 療 費 が 高 い とい う こ とが わ か る。 また 、 国 民 医療 費 の 国 民 所
得 比 を見 る と1980年 代 に入 っ てか ら6%前 半 で 安 定 的 に推 移 して きた が(5)、1990年 代 に 入 っ て








































































































1985 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999
国民医療費 6.1 5.9 7.6 3.8 5.9 4.5 5.8 1.9 2.6 3.7
老人医療費 12.7 8.1 8.2 7.4 9.5 9.3 9.1 5.7 6 8.4
国民 所 得 6.8 5.9 ▲0,1 ▲0.0 0.9 1.1 2.6 0.8 X2 .5 0.2
注)1.グ ラフの下の%は 老人医療費 の国民医療 費に対す る割合で ある。
2.2000年 度は介護保 険へ の移行 による医療 費の減(約2兆 円)を 見込 んで いる。
資料)厚 生労働 省 『厚 生労働 白書 』(13年 度版)に よ り作成。
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このように、国民医療費の伸びは、国民所得の伸 びを上回る伸びを示 してお り、特に高齢者
医療費の伸びが著 しいものとなっている。 このまま、国民医療費が国民所得の伸びを上回る勢
































1980-1990 19902000 2000-2020 2020-2040
日本 0.69 1.03 0.77 0.18
ドイツ 一 0.38 0.6 0.51
フ ラ ンス 一 0.38 0.47 0,48
イタリア 一 0.69 0.51 1・:
イギ リス 0.16 一〇.02 0.25 0.3
カナダ 0.33 0.51 0.7 0.45
オ ー ス トラ リア 0.22 0.27 0.57 0.38
オ ー ス トリア 1!: 一 一 冖
ベ ル ギ ー 0.03 0.62 0.29 0.6
デ ンマ ー ク 0.35 一〇.06 0.48
一
ブ イ ンラ ン ド 一〇 .li o.7g 0.46 0.21
ギ リシャ 冖 0.83 0.41 0.46
アイスラ ン ド
一 0.25 1 一
アイルラ ン ド 一 11: 0.37 0.5
オラ ンダ 一 0.22 0.7 0.59
ニ ユ ー ジ ー ラ ン ド 一〇.16 1 0.62 0.23
ノ ル ウ ェ ー 0.34 一 一 一
ポル トガル 0.29 0.15 0.65 0.3
スペイ ン 0.53 0.56 0.23 1....
ス ウェ ー デ ン 0.34 一〇.38 0.34 冖
ス ウ イス 0.17 0.22 0.37 1
トル コ 一〇.22 一 一 冖
(注):各 期 間 の 間65歳 未 満 対 比65歳 以 上 の比 率 の変 化 が 国 民 医療 費 に及 ぼす 影 響 で あ る。
こ の表 は65歳 以 上 集 団 の平 均 医療 費 が、 そ の以 下 集 団 の4倍 とい う仮 定 を して い る。
(資料)OECD,NewDirectionsinHealthCarePolicy,HealthPolicyStudiesNo.7,1996,p.9.
(出所)ヤ ンボ ン ミ ン(2002)、 前 掲 書 、p.356。
<表3>か らわ か る よ う に、OECD大 部 分 の 国 に お い て は 、2000～2020年 の 間 、 老 人 人 口 に
よ り医 療 費 が 毎 年0.4～0.7%増 加 す る と予 測 され る。 特 に、 日本 で は 高 齢 化 の 影 響 が 早 く現 れ 、
1980～2020年 の 問 に強 力 な影 響 を及 ぼ す が 、 そ の後 に は 相 対 的 に弱 ま っ て い る 。2020年 以 降 に
高齢 化 の 影 響 は 、 フ ィ ン ラ ン ドや ニ ュ ー ジー ラ ン ド、 そ して ポ ル トガ ル に お い て は、 漸 次 弱 ま
る反 面 、 ベ ル ギ ー や ス ペ イ ン で は もっ と も強 ま る と予 想 され る。 そ の他 、 日本 を除 い た主 要 先










せることになる。 したがって、利潤の極大化 を追求する医療サービスの供給者 は、引き上げら
れた賃金だけの分を医療の供給価格に反映させるために、医療費は増加するということである。
一方、医療産業は、疾病 という特殊な状態 を治療するためのサービスを供給する産業である。










































医療サービス供給者は提供 されたサービスの単位当り価格 とサービスの量 をかけた額の医療費































か し、モラル ・ハザー ドは需要の側面からも発生するが、特に出来高払い制度のもとでは供給











皿.日 本 における医療費増加要 因に関する先行研 究
まず、厚生労働省は医療費の増加要因をどう分析 しているのか、ということからみることに
する。当時厚生省保険局調査課長である太鼓地武氏は平成元年度以降の国民医療費の増加率を
分析しているが(14)、これによると、人口増 と人口の高齢化 という人口的要因で約2%、 その他




の高度化等の 「供給サイ ドの要因」、第二に高齢化や人口増加等 「需要サイ ドの要因」、そ して




か ら分析を行っている。 まず、 より一般的なものとして、「人口増」、「人口構造の高齢化」、「医
療費(診 療報酬)改 定」、「その他」の4つ に分けて示 している。この要因の中では 「その他」
の要因がもっとも大 きな比重 を占めてきたと指摘 し、「その他」の要因の具体的な内容 としては、
医療の高度化による診療内容 ・パ ターンの変化や、過剰 ・濃厚診療(例 えば投薬や検査におけ
る)等 をあげている。もう一つの分析枠組みとして 「医療費の三要素(受 診率、一件当 り日数、
一 日当り医療費)」に着目した分析を行っている。医療費の三要素の中の 「一日当 り医療費」は、
医療費の伸びに圧倒的に貢献 してきたということであるが、単純に診療報酬点数すなわち価格
が改定されることによって も、 また、医療の高度化等により提供される医療サービスの量 ・密
度が増加することによっても、増えるものであると、指摘している。
また、経済同友会の 「社会保障制度改革の提言:そ の2」 では、医療費の増加の要因として、
①人口の増加、②人口の高齢化、③診療報酬改定及び薬価基準改正による影響(医 療サービス




当する、いわば 「単価の値上げ」である。 これは、中央社会保険医療協議会において厚生省 ・
大蔵省、保険者、医師会等の協議により、極めて政策的誘導的、かつ恣意的に決定 されるもの
である。近年では、経済成長率等も考慮して1%程 度に抑えられ、2000年 度は+0.2で 妥結した。
したがって、これはコントロール可能な要因である」 ということである。
これに対 して、④その他は、診療内容の変化によるものであ り、「狭義の自然増」と呼ばれて
いるもの として、単価は同 じで も、医療技術の進歩に伴い、医療現場で検査 ・治療 ・看護が積
み上げ られ、結果的に以前よりも一人当た りの診療単価が高 くなっているということである。
その部分については様々な要素を包含 してお り内容が明確でなく、予測やコントロールが及ぼ
ず、伸び率は年によっては3.8%に も達 しているという指摘である。
一方、高齢者の医療費は、地域的に格差があ り、一人当 りの医療費が最 も高い北海道(1997
年度104万 円)は 最も低い長野県(同59万 円)の1.8倍 となっている。特に格差の大きい入院医
療費でみ ると、北海道と長野県の差は2.4倍 となる(17)。国民健康保険中央会が こうした老人医
















高齢期になると心身の機能の低下などか らいくつかの病気 を併せ持つことが多 くなり、また、
高血圧 など高齢者の病気の多 くは慢性的で完全に治すことが難 しく療養期間も長 くなりがちで
ある(図2参 照)。 したがって高齢者の増加は医療費支出の増加につながる。日本の場合、一生















一 ◆-80歳 以 上 一轡 一75～79歳 一f--70～74歳 一魑一65～69歳 → ←35～64歳
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十80歳 以上+75～79歳 一★・-70～74歳+65～69歳 → ←35～64歳
注)1.調 査 月は、1970～1980年 までは各年7月 、1984年 か らは10月 である。
2.1970～1980年 までは、健康者(新 生児 を含む)の 検査 ・検診 ・管理 、予 防接種、保
健 サービス等 の患者 は、推計患者数 に含 まれて いない。
資料)厚 生 省大 臣官房統計情報部 「患者調査」。
出所)厚 生労働 省 『厚生 白書12年 度版』 よ り作成。
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すでに見たように、 日本の老人(70歳 以上 または65歳 以上70歳 未満で障害認定を受けた者)
医療費は、1999年 度では11.8%兆 円となり国民医療費全体(30.9兆 円)の 約38%を 占めている
が、高齢化の進行 とともにこの割合は増えてきている。 これは一人当たりの医療費(1997年 度)
でみると、老人は約79万 円と若人(老 人以外の者)の5.3倍 になっているく図3参 照 〉。











資料)厚 生省老 人保健福祉局 「老 人医療事業年報」、社会保険庁 「社会保険事業年報」等 。
出所)厚 生労働省 「厚生 白書12年 度版』 よ り作成。
特 に 、 老 人 の医 療 費 の特 徴 と し て は、 入 院診 療 費 が 大 きい こ と(一 一人 当 た り入 院 診 療 費 は若
人 の7.4倍(1997年 度))や 長 期 入 院が 多 い こ と、外 来 の 薬 剤 比 率 が 高 い こ と(若 人 の1.2倍)が
あ げ られ て い る(表4参 照)。
<表4>老 人と若人の1人 当り診療費の比較
1人当 り診療費 う ち 入 院 う ち 外 来
若 人 老 人 倍 率 若 人 老 人 倍 率 若 人 老 人 倍 率
1983年 65,100 429,800 6.6 29,100 240,500 8.3 26,900 179,000 6.7
1988年 102,100 540,900 6.3 36,300 306,000 8.4 50,500 219,900 4.4
1993年 132,600 652,900 4.9 45,500 337,800 7.4 69,200 294,600 4.3
1994年 138,600 683,000 4.9 47,700 353,400 7.4 72,900 307,800 4.2
1995年 142,800 712,900 5.0 49,600 367,500 7.4 75,000 322,500 4.3
1996年 148,500 736,500 5.0 51,300 ::11 7.4 77,900 332,900 4.3
1997年 146,200 737,300 5.0 51,000 377,100 7.4 76,300 334,800 4.4
資料)厚 生省老 人保健福祉局 「老人 医療事業年報」、社会保険庁 「社会保険事 業年報」等。
出所)厚 生労働省 「厚生 白書12年 度版』 よ り作成。
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日本における医療費増加の要因分析(呉 世榮)
近年では、老人1人 当り医療費の伸び率は若人の一人人当り医療費の伸び率 と大 きな違いはな
く、老人一人当た り医療費の若人一人人当 り医療費に対する比率は若干の低下傾向も見 られる
が、概ね5倍 程度で推移 している(19)(表5参 照)。 こうしたことから、近年の老人医療費の国
民医療費に占める割合の増加の多 くは、高齢者人口の増加が要因であると言えよう。
また、国際的に厳密な比較は困難であるが、65歳 以上の1人 当り保健費 と0～64歳 の1人 当
り保健費との比を欧米 と比較すると、日本では4.8であるのに対 し、英米で4、 独仏では3程 度
となってお り、多少の差はあるものの高齢者の医療費が高いことは共通 している(表1参 照)。
ただし、 日本における人口の高齢化は医療費増加の要因ではあるが、直接で重要な要因ではな
いということを認識する必要がある。なぜなら、 日本の場合、医療費の急増が人口高齢化の当
然な帰結 というよりは日本の医療制度の根本的な欠陥やモラルハザー ドに起因する面が大 きい
からである(20)。
<表5>老 人と若人の医療費、対象者数、一人当り医療費の伸び率の比較
若 人 老 人
医療費 対象者数 一人当た り 医療費 対象者数 一 人当た り
1984年 度 2.0% 0.5% 1.5% ... 4.4% 4.2%
..年 度 4.4% 0.6% 3.8% 12.7% 4.3% 8.1%
1986年 度 6.7% 0.3% 6.4% 9.1 4.0% 4.9%
1987年 度 5.4% 0.2% 5.2% 8.9% 3.8% 4.9%
1988年 度 4.1 0.5% 3.5% ・:'. 3.2% 3.5%
1989年 度 4.7% 0.5% 4.2% 7.7% 3.1 4.5%
1990年 度 4.3% 0.2% 4.1 6.6% 3.9% 2.6%
1991年 度 5.6% 0.0% 5.6% 8.1 3.9% 4.1
1992年 度 7.6% 一〇.1 7.8% 8.2% 3.7% 4.4%
1993年 度 2.5% 一〇.1 2.6% 7.4% 3.8% 3.5%
1994年 度 4.3% 一〇.2% 4.5% 9.5% 4.2% 5.1%
1995年 度 2.7% 一〇.3% 3.0% 9.3% 4.5% 4.6%
1996年 度 3.8% 一〇.2% 4.0% 9.1 5.0% 3.9%
1997年 度 一〇.2% 一〇.2% 0.0% 5.7% 4.6% 1.1%
1983→97年 度 4.1% 0.1 4.0% &4% 4.0% 4.2%
資料)厚 生省老人保健福祉局 「老人医療事業年報」、社会保険庁 「社会保 険事業年報」等。










福 祉 ・施 設福 祉 サ ー ビス が充 足 され て い な い こ と も影 響 して い る(21)。
厚 生 労 働 省 は 、1999年 の 『患 者 調 査 』 の 結 果 か ら、65歳 以 上 の 入 院 患 者 の う ち、5人 に1人
の 割 合 に あ た る 約27.5万 人 は 、 入 院治 療 の 必 要 の な い患 者 で あ る と して い る(3年 前 調 査 よ り
5万 人 増(34%増))。75歳 以 上 に な る と4人 に1人 、 精 神 病 院 だ と5人 に1人 が 社 会 的入 院 で
あ る と して い る(22)。<図4>で み る よ う に 、 い っ た ん 高齢 者 が 入 院 して しま う と、 平均 的 に2








































社会的入院は決して望ましいものではな く、受け皿(入 院施設と在宅ケア)を 拡充して解消
すべきである。 しかし、意外なことに、介護保険の療養型医療施設の1月 当り介護報酬 は約40
万円で、老人の社会的入院患者の1月 当り医療費32.5万 円(1年 以上入院。厚生省 『1998年社























て発生 していることがわかる。今後、こうした国民医療費をどう適正な水準で抑制 してい くか
ということが重大な課題であるが、この国民医療費の抑制対策については次の研究課題 とする。
-334一
佛教大学大学 院紀 要 第32号(2004年3月)
〔注 〕
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